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非正規労働者のための 

ユニオンキャンペーンについて（案） 

 

はじめに 

（１） 労運研は、昨年６月に開催した第３回討論集会で「貧困をなくし、格差を是正し

ていくことが労働運動の喫緊の課題です。非正規労働者が自ら立ち上がり、個別

救済で終わることなく、労働組合結成に結びつけ、集団的労使関係をつくってい

くことが重要です。それは、非正規労働者に『正規労働者になりなさい』と呼び

かけることではなく、非正規労働者が労働者としての尊厳を持って働き、当たり

前の生活できるようにしていくために、民間労働者と公務労働者、また正規労働

者と非正規労働者との一緒にたたかえる共通の課題について学習し、共同のた

たかいをつくり上げていくことを意識し、非正規労働者の団結を促すようにし

ます。」と「非正規労働者のためのユニオンキャンペーン（仮称）」を提起しまし

た。 

（２） 討論集会の議論において、最低賃金闘争に関する発言が相次ぎ、その重要性が指

摘されました。８月には最低賃金闘争をテーマに研究会を開催し、元連合非正規

労働センター所長の龍井葉二さんから「転機に立つ最低賃金闘争～課題と展望」

と題する講演を受けました。 

（３） そのご最低賃金闘争に関する国際報告会への参加、ユニオン活動家との議論な

どを行ってきました。そして、貧困状態にある非正規労働者が生活できる賃金の

獲得をめざして賃金を引上げ、正規労働者（民間労働者、公務労働者）の賃金底

上げのたたかいと連帯して、労働者が一体となって非正規労働者の団結を促進

する運動を展開する、最低賃金闘争を軸とする「非正規労働者のためのユニオン

キャンペーン」について検討してきました。不十分の点が多々ありますが、以下、

現在までの討議の到達点を報告します。 
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１ なぜキャンペーンを提起するのか 

（１） 日本の労働組合運動

は、バブル崩壊後、非正

規労働者が増大し、賃

金が低下したことに反

撃できていません。グ

ローバル経済下での国

際競争力強化のためと

いわれて、リストラ、賃

下げを容認してきたこ

とが、いまや安定した

社会をも崩壊させる状

況になっています。そ

のような状況を克服す

るには、社会の矛盾を一番受けている非正規労働者の労働条件の改善が必要です。

それは、新しい労働組合運動をつくることでもあります。 

（２） ２０年来のデフレは、個人消費が冷え込んでいるからであり、その原因は賃金が下

がったからだと指摘されています。日本の賃金は、２０１４年になってやっと上昇

に転じましたが、           日本の賃金だけが低迷 

１９９７年をピーク

に下がり続けてきま

した。このようなこ

とは、先進諸国には

ない状況です。 

（３） この２０年、非正規

労働者が増加し、正

規労働者が減少し続

けています。そして、

正規労働者の仕事を

非正規労働者が代わ

って行うようになっ

てきています。また、

非正規労働者の多く

は、家計を支える主

たる生計者です。非正規労働者は、雇用労働者の約４割、２０００万人に達し、若
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年女子の６割が非正規労働者です。また、公務労働の３５％が非正規労働者です。

すでに非正規労働者抜きの労   年収２００万円以下のワーキングプアが増加 

働は考えられない状況になっ

ています。２０１４年の民間

給与実態統計調査によれば、

正規労働者の平均年収は４７

８万円ですが、非正規労働者

の平均年収は１７０万円で

す。年収２００万円以下の労

働者は１１４０万人になり、

４人にひとりの割合になって

います。 

（４） 安倍首相は賃金引き上げを経

済界に要請しています。しか

し、賃金引き上げは大企業が

中心であり、大企業労働者と中小企業労働者や非正規労働者との賃金格差は依然と

して大きいままです。同じ労働をしても、非正規労働者は正規労働者に比べて不当

に差別されています。非正規労働者の賃金、労働条件を向上させるためには、労使

が対等に交渉することができる労働組合に結集し、たたかう以外にありません。そ

して、非正規労働者が貧困にあえぎ、差別に苦しんでいる状況をなくすことは、労

働者全体の権利と労働条件の向上にもつながることです。 

（５） 非正規労働者が、自ら声をあげ、自ら団結することが大切です。そのためには、個

人でも加入できる労働組合が必要です。労働者が、憲法で保障された団結権、交渉

権、団体行動権を行使することなしに、賃金・労働条件の引き上げなど労働者の経

済的、社会的地位の向上はありえません。（憲法第１８条の「奴隷的拘束及び苦役か

らの自由」と第２８条の「労働者の団結権、交渉権その他団体行動権」はセットで

捉えるべき） 

（６） 非正規労働者のためのユニオンキャンペーンは、特定の組織の運動ではなく、非正

規労働者を先頭にした、すべての労働者のための運動です。安保法制反対闘争では、

すべての勢力が結集して「総がかり運動」が展開されました。「総がかり運動」は、

２０１５年５月３日に横浜で開催した憲法集会で「戦争、原発、貧困、差別をなく

そう」と提起しました。労働運動として「戦争」と「原発」の課題も重要ですが、

「貧困」の撲滅と「差別」の撤廃は、まさに労働現場の課題です。この課題は、憲

法が保障する「平和的生存権」を確立していくたたかいであり、「ディーセントワー

ク」を実現していくたたかいであり、「持続可能な社会」をつくる労働現場からのた

たかいでもあります。非正規労働者のためのユニオンキャンペーンを労働現場の「総



4 

 

がかり運動」として、それぞれの労働現場でたたかいましょう。 

２ キャンペーンの構想 

（１） 非正規労働者の要求の基本的考え方を次のようにします。 

① 時給１５００円 

② 年間１８００時間労働 

③ 正規労働者との差別の撤廃 

④ 持続可能な生活の実現 

（２） キャンペーンの展開の仕方 

① 非正規労働者の団結を促進し、労働組合への結集を図るようにします。 

② 運動課題と研究課題を整理して取り組み、運動を展開しながら運動の拡大と理論的

な深化を図っていきます。 

③ 労働組合だけでなく、日本労働弁護団、労働関係諸団体との協力・連携を図りなが

らすすめます。 

（３） ２０１６年の活動イメージ 

２月２７日  最賃キャンペーン統一行動日 

４月○○日  １５ドルキャンペーン世界統一アクション 

５月下旬   最賃引き上げ院内集会 

５～７月   最低賃金審議会への要請 

７月     参議院議員選挙 

１０月    社会保険未加入企業の公契約からの排除運動 

地域最低賃金の実施点検活動 

（４） スローガンについて 

① 貧困については、「非正規労者の賃金は低すぎる」、「時給をあげろ」、「生活できる

賃金をよこせ」、「ワーキングプアをなくそう」をスローガンに取り組みます。 

② 差別については、「同一労働同一賃金」、「非正規を理由とした差別は許さない」、「非

正規労働者の働く権利を確立しよう」をスローガンに取り組みます。 

 

３ 時給１５００円要求を軸とする非正規労働者のたたかい 

（１） 時給１５００円要求について 

① 時給１５００円要求の理論的根拠はありません。ナショナルセンターや政党が掲げ

ている「誰でも１０００円以上」という要求は、あまりにも低すぎます。時給１０

００円で年間１８００時間働いたとしても年収は１８０万円です。年収２００万円

以下で働くワーキングプアが大きな社会問題になっているにも拘らず、本気でワー

キングプア問題の解消を考えているのか疑問です。 

② 時給１５００円で年間１８００時間働いた場合、年収は２７０万円です。ワーキン

グプア問題の解消につながる水準です。 
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（２） 関連要求について 

① 同一職種の正規労働者との同一労働同一賃金を保障するよう要求します。 

② 扶養家族手当を要求します。 

③ 昇給制度の確立を要求します。 

④ 夏と冬に一時金を要求します。 

（３） 持続可能な生活について 

① 「労働条件は、労働者が人たるに値する生活を営むための必要を充たすべきもので

なければならない」（労働基準法第１条）ことは当然のことです。すなわち、労働者

の賃金・労働条件は、働いて、家庭を持ち、二人以上の子供を育て、安心した老後

を送ることができるものでなければなりません。現在の非正規労働者の賃金・労働

条件は、これを充たすものではありません。２０１２年時点の日本の子どもの貧困

率は１６．３％です。今の社会は「貧困の連鎖」といわれるように次世代にも貧困

のツケを押し付ける「持続不可能な社会」へと向かっています。 

② 労働分野、社会保障分野、産業政策分野を区別して考えることが重要です。労働分

野としては「家庭を持ち、二人の子供を育て、安心した老後を送る」ことを最低ラ

インとします。例えば、３人以上の子どもの児童手当については社会福祉の問題と

して考えてみる、安心した老後ということは今の労働条件で厚生年金を受給できる

ものであるようにする、また、最低賃金を守れない中小企業の対策は産業政策の問

題として考え、支払い能力論のみで最低賃金を決めるようにはしない、などの考え

方の整理をする必要があります。 

 

４ 地域最低賃金の引き上げについて 

（１） 地域最低賃金引き上げの重要性 

① 地域最低賃金の引き上げにともなって賃金引き上げが行われる、いわゆる「最賃に

張り付いた労働者」は、以前は１％にも満たなかったが、最近では７～１０％程度

になっています。このように、地域最低賃金の引き上げが、労働者の賃金引き上げ

に影響力を持つようになってきました。 

② 非正規労働者の賃金は地域最低賃金＋アルファ（一定額）となっているケースが多

くあります。その意味でも、地域最低賃金の引き上げは重要です。 

③ 地域最低賃金引き上げのたたかいに、非正規労働者が積極的に参加するように取り

組む必要があります。 

（２） 地域最低賃金の要求について 

① 「今すぐ時給１０００円以上」にするよう要求します。 

② ２０１５年の地域最賃の最低は６９３円、最高は９０７円、全国平均７９８円です。 

③ ２０１０年６月、政労使による「雇用戦略対話」は、最低賃金の引き上げについて

２０２０年までの目標として「できる限り早期に全国最低８００円を確保し、全国
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平均１０００          ２０１５年の地域最低賃金 

円を目指す」

ことで合意し

ました。この

合意は、今ま

での中卒女子

労働者を前提

にした最低賃

金から、高卒

労働者を前提

にした最低賃

金に変更した

意味を持って

います。 

④ したがって、

２０２０年ま

でに全国平均

１０００円以

上を達成する

ために、毎年、

時給を５０円

以上引き上げ

るようにしま

す。また、時給

が８００円以

下の地域は、

ただちに８０

０円以上とするようにします。 

⑤ 安倍首相は「名目ＧＤＰ（国内総生産）６００兆円をするため、最低賃金を年３％

程度引き上げ、全国平均で１０００円をめざす」と経済財政諮問会議で表明しまし

た。年３％の引き上げを行うと、２０１６年の引き上げは平均２４円になり、全国

平均１０００円を実現するのは２０２３年になります。安倍首相のいう３％では、

２０２０年までに１０００円という政労使合意を達成することはできません。 

⑥ 使用者に対する１５００円要求と地域最低賃金の１０００円要求に整合性はあり

ませんが、政労使合意を確実に実施させることを優先し、そのご「ひとり一子モデ

ル」による全国一律最低賃金の実現を追求していきます。 
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（３） 全国一律最低賃金制 

① 地域最低賃金の最も低い県と       地域間格差が拡大 

最も高い東京都との格差は、

１９９４年には９３円でし

たが、２０１５年には２１４

円と拡大しています。率によ

る引き上げ、賃金実勢にもと

づく引き上げでは、格差はま

すます拡大していきます。 

② ランク制を廃止し、全国一律

最低賃金制にすべきです。 

③ 生計費は全国どこでもほと

んど変わりません。東京では

家賃が高ですが、地方では自

動車がないと生活できませ

ん。地域格差を解消するため

にも、全国一律最低賃金の実

現が求められます。 

（４） 最低賃金の点検活動 

① 地域最低賃金を下回る賃金

になっていないか点検を行

います。 

② 特に介護労働者、ビルメン労働者（清掃、設備管理など）、タクシー運転手、長距離

トラック、貸し切りバスの運転手など、長時間拘束された労働に従事する労働者の

賃金の点検を行います。 

（５） 最低賃金審議会の民主化 

① 中央ならびに地方の最低賃金審議会に非正規労働者の意見を反映できるよう、非正

規労働者の代表を審議会委員とするよう要求します。 

② 非正規労働者の意見表明が実現するよう取り組みます。 

③ 審議内容の公開を要求します。 

（６） 最低賃金審議会への取り組み 

① 署名運動を行います。 

② 意見書モデル案を作成します。 

③ 学習会、審議会傍聴、集会・デモなどを取り組みます。 
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５ 差別をなくすたたかいについて 

（１） 非正規労働者の賃金が高いのは当然 

① 非正規労働者の賃金が正規労働者の賃金より高いのは当然です。なぜなら、非正規

労働者には、退職金も、一時金も、社会保険の掛け金などが支払われないのだから、

それらの分を加えれば、正規労働者より時間当たりの単価は、高いのが当然です。 

② 日本経団連の２０１５年版「経営労働政策委員会報告」は「一般的に、所定内給与

や賞与・一時金、企業が負担する社会保険料などを算出する際、所定内給与を算定

基礎としているため、所定内給与を１００とすると、総人件費は１６６にまで高ま

る」と記しています。 

③ したがって、非正規労働者の賃金の１．６６倍の人件費が支出されていないことは、

何らかの非正規労働者差別が存在するといえます。 

④ ２０１６年１０月から、短時間就労者への社会保険の適用拡大が図られます。すべ

ての雇用労働者に社会保険を完全適用させるようにます。また、適用にともなう労

働条件の引き下げ、「適用逃れ」をしようとする事業者がないよう、労働組合は監視

を行います。 

（２） 不合理な労働条件の禁止 

① 労働契約法２０条や地方公務員法１３条を活用して、差別をなくすたたかいを取り

組みます。 
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② 職場における非正規労働者差別が存在しないかチェック活動を行います 

・全労協は、１５春闘で「職場チェック表」をつくり、賃金、諸手当、休暇、福利厚

生などについて、チェック活動をおこなっています。 

・官製ワーキングプア研究会は、２０１４年７月４日付総務省公務員部長通知「臨時・

非常勤職員の任用等について」が完全に実施されているか「自治体臨時職員・非常

勤惻隠のワークルール５０チェック運動」を行っています。 

③ 派遣労働者の受け入れについて、派遣先労働組合が積極的に意見を述べるとともに、

派遣労働者の権利、均衡待遇が図られているかチェックを行います。 

（３） 正規労働者への転換の促進 

次の条項も活用しながら、非正規労働者の正規労働者への転換を促進します。 

① 労働契約法第１８条にもとづく期間の定めのない労働契約への転換（２０１３年４

月１日から施行されていますので５年目は２０１８年４月１日です） 

② 労働者派遣法第３０条にもとづく派遣先への雇用申込み義務の活用による直接雇

用（２０１５年９月３０日から施行されていますので３年目は２０１８年９月３０

日です） 

（４） 非正規労働者の権利確立 

① 非正規労働者の声が職場で反映できるよう、職場においても、労働組合内部におい

ても民主主義の実現が図られなければならなりません。 

② 労働安全衛生活動、労使委員会に非正規労働者が参加できているのかチェックし、

非正規労働者の代表が参加できるようにします。（直接雇用者だけでなく、派遣労

働者が派遣先でこれら委員会に参加できる場合もある） 

③ ３６協定の締結権が既存労働組合にあるのかチェックします。 

（５） 参考のために、連合の「非正規労働者の総合的な労働条件向上への取り組み」の「２

０１６年重点項目」を記しておきます。 

① 雇用安定に関する項目 

 ・正社員への転換ルールの導入促進・明確化 

 ・無期労働契約への転換促進 

② 均等処遇に関する事項 

 ・昇給ルールの導入・明確化 

 ・一時金の支給 

 ・福利厚生全般および安全管理に関する取り組み 

 ・社会保険の加入状況の点検と加入促進 

 ・有給休暇の取得促進 

 ・育児・介護休暇制度を雇用形態にかかわらず利用できるよう整備 

 ・再雇用者（定年退職者）の処遇に関する取り組み 
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６ 正規労働者の最低賃金引き上げのたたかい 

（１） 時給１５００円要求と連帯して正規労働者は次の要求でたたかいます 

① 産業別最低賃金を２２５，０００円とする。（根拠は時給１５００円×１５０時間） 

② 企業別最低賃金を２２５，0００円とする。 

③ 組合員と同一職場で働く非正規労働者の賃金引き上げをおこなう。 

④ 産業別最低賃金や企業内最低賃金の引き上げは、ベースアップに直結するものなの

で、個別賃金にも連動するたたかいです。 

（２） 下請いじめを行わない 

① 下請け労務単価は、下請労働者の適正労働条件（当然法令順守したもので、さらに

産業別、業種別の労使協定を下回らないもの）を確保するようにします。 

② 下請法を順守するようにします。 

（３） 非正規労働者の組織化の支援 

① 非正規労働者が労働組合を結成するよう援助します。 

② 地域のユニオンに加入する、職場の既存労働組合に加入するよう援助します。 

③ 既存労働組合においては、組合規約の組合員の規定で、非正規労働者も加入できる

ようにするため、組合規約の改正などを行い、非正規労働者の加入を受け入れます。 

 

７ 研究課題 

（１） 連合の非正規労働者要求の整合性の無さ 

非正規労働者の賃金要求と企業内最低賃金要求、産業別最低賃金要求との整合性

をどのように図っていくのか検討する場合の参考になればと思います。 

① 連合の２０１６年の非正規労働者の賃金（時給）引き上げ要求は、次のいずれかの

取り組みを展開するとしています。 

・「誰もが時給１０００円」の実現に向けた時給の引き上げ 

・時間給１０００円超の場合は、「底上げ・底支え」「格差是正」の点から３７円を

目安に要求する。 

・単組が取り組む地域ごとの水準については、「県別リビングウェイジ」を上回る水

準をめざす。 

② 連合の非正規労働者の賃上げ目安３７円の根拠は、中小共闘の賃上げ水準目標６０

００円を所定内実労働時間数全国平均１６３時間（賃金構造統計基本統計調査）で

除したものです。連合の２０１６春季生活闘争方針には記載がありませんが、２０

１５春季生活闘争方針には「総実労働時間１８００時間への取り組みを加速する」

と記載されています。したがって、１６３時間ではなく１５０時間で除すべきだと

思います。また、非正規労働者の「昇給ルールの導入・明確化」を要求しています

ので、賃上げ水準目標６０００円に賃金カーブ維持分４５００円を加えた１０，５

００円を１５０時間で除した７０円を賃上げ要求にすべきではないでしょうか。 



11 

 

③ 連合の企業内最低賃金要求は、１８歳高卒初任給の参考目標値として１６８、８０

０円を提示しています。平成２６年賃金構造基本統計調査の高卒初任給１５８，８

００円に１万円を上乗せしたものです。１６８，８００円を１６３時間で除すと１

０３６円に、１５０時間で除すと１１２５円になります。また、一時金がないもの

として年収に換算すると２０３万円です。決して十分な要求水準とは言えません。 

④ 問題は産業別最低賃金です。産業別最低賃金はその産業の主要な職種の最低賃金を

定めるものであり、企業内最低賃金よりも高いのが当然です。そして、産業別最低

賃金の引き上げは、ベースアップと直結しており、賃金カーブ全体の底上げとなる

ものです。しかし、２０１５年の金属労協の産別最賃要求は、自動車総連１５８，

０００円以上、電機連合１６０，５００円以上、ＪＡＭ１５６，０００円以上であ

り、いずれも３０００円程度の引き上げ要求です。賃金引き上げ分６０００円を要

求していたにもかかわらず、産業別最低賃金の要求がベースアップ要求を下回って

います。時給換算すると、連合が掲げる「誰でも時給１０００円」をいずれも下回

っています。２０１６年の要求はどうなるのでしょうか。 

（２） 最低賃金の水準（ドイツを例として） 

① ドイツでは、２０１５年１月から８.５ユーロの全国一律最低賃金制が実施されま

した。水準をいくらにするかという検討の過程でハンス・ベックラー財団経済社会

研究所が示した基準を記しておきます。数値は２０１１年時点のもので、時給は週

３８～４０時間労働での時給換算した数値です。 

・法定の差し押さえ免除額（月額手取り１０３０ユーロ、時給８.２２～８.６２ユ

ーロ） 

・求職者基礎保障の補足給付に対する請求権が無くなる賃金額（月額手取り１０５

４ユーロ、時給８.５０～８.９１ユーロ） 

・貧困ライン＝控除前平均賃金（時給２１.４８ユーロ）の５０％（時給１０.７４

ユーロ） 

・欧州社会憲章に規定する公正な労働報酬の基準＝手取り平均賃金（時給１３.５

４ユーロ）の６０％（時給８.１２ユーロ） 

② ボン大学のライムント・ヴァルターマン教授の意見によると、最低賃金は年金基礎

給付額（月額７２２ユーロ）を獲得できる掛け金を支払える賃金でなければならず、

その水準は、週４０時間労働で４０年間働くとして９.４ユーロになるとのことで

した。 

（３） 公契約条例について 

① 公契約条例を制定し、職種別下限賃金（下請労働者を含む）を設定するようにしま

す。その水準として、次の数値を設定するよう検討します。 

・国が定める設計労務単価を下回らないものにする 

・賃金構造基本統計調査における当該職種の平均賃金を下回らないものにする 
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② 入札にあたっては、総合評価方式とし、賃金水準、社会労働保険への加入、法令順

守、産別協定順守、人権・環境への対応などの条件を考慮するようにします。特に、

２０１６年１０月からは、社会保険の適用拡大が行われますので、社会労働保険の

未加入事業者を公契約から排除するよう点検を強める必要があります。 

（４） リビングウエィジについて 

① 連合は、埼玉県をモデルに、連合リビングウエィジ（必要生計費）を算定していま

す。埼玉県の場合、単身・自動車なしのモデルで月額１５３，０００円（時給９４

０円）、父子・自動車なしのモデルで月額２０９，０００円（時給１２８３円）です。

このモデルをもとに、全国物価統計調査から地域間格差を引き直した指数を乗じて

各都道府県の連合リビングウエィジを算出しています。そして、非正規労働者の賃

金は「都道府県ごとの連合リビングウエィジ」を上回るようにとの方針をたててい

ます。ちなみに、最高値の東京では、単身モデルで時給１０９０円、父子モデルで

時給１４７６円、最低値の沖縄では、単身モデルで時給８２０円、父子モデルで時

給８８５円となります。 

② リビングウエィジの作成については次のようにしてはどうでしょうか。 

・リビングウエィジの作成を市町村単位で行う。 

・リビングウエィジを作成するよう市町村に要求し、議会決議を行う。 

③ リビングウエィジの水準については次のことを検討してはどうでしょうか 

・リビングウエィジのモデルは、ひとり一子モデルを基本とする。（ＩＬＯ第１３１

号条約の考え方） 

・リビングウエィジの水準は、労働者の平均賃金の３分の２の基準を下回らないよう

にする。 

④ リビングウエィジを地域最賃、生活保護基準に生かせるよう、その関係性について

検討します。 

（５） 「漂流する労働者層」の組織化 

① 上記の対象は、河添誠がいう「職場定着型の非正規労働者」と企業内正規労働者を

主な対象者としています。したがって河添誠の「漂流する労働者層」という企業外

の日雇労働者的な非正規労働者には当てはまらないところがあるかもしれません。 

② 「漂流する労働者層」の最大の関心事は、不就労時の所得保障です。使用者の責め

に帰すべき事由による休業の場合の休業手当の確実な保障、日雇雇用保険への加入

などが課題となります。その時の検討課題として「人件費コスト１．６６倍」論が

参考になると思います。 

③ さらに、職業安定法第４５条にもとづく労働組合による労働者供給事業についても

検討します。 

 

以 上 


